
（参考様式３）参考図面（防災・安全交付金）

計画の名称

計画の期間 四万十市

四万十市災害に強いまちづくりの推進　（第2期）（防災・安全）

令和４年度　～　令和８年度　（５年間） 交付対象

凡例

Ａ事業

□貯水機能付給水管（耐震性貯水槽） N＝９基

☆地区緊急避難施設 Ｎ＝１箇所

×災害用トイレ Ｎ＝19箇所

△自家発電装置 N＝13箇所

×
×



（表紙）

別添

都市防災事業計画（R4～R8）

高知県四万十市

令和４年１月

（中村地区外11地区 都市防災総合推進事業）

計画名：四万十市災害に強いまちづくりの推進（防災・安全）(第2期）

当初



（様式１）整備方針等

整備方針等

【防災まちづくりの現状及び課題】
 (市域全域における防災上の現状及び課題)
 四万十市では、河川に挟まれた軟弱な堆積地層上に市街地が形成されていることから過去の南海地震において、揺れによる家屋の倒壊や火災等により多くの死傷
者を出す被害を経験してきた。津波については、昭和（1946）、安政（1854）南海地震では特筆すべき被害はなかったようであるが、古文書（谷稜記）によると、宝永地
震（1707）の際、広範囲で津波浸水が発生し、特に下田と初崎においては「亡所」となったとの記載を確認することができる。
　これらの歴史地震や平成24年12月に発表された南海トラフ地震の震度、津波予測に基づき、津波の襲来が予想される地域においては、計画的に避難路等の整備
を図り、地域住民を安全・迅速に避難させる対策を進め、これまでに、およそ82路線の津波避難路を整備し、避難タワーについては他事業も含め7箇所（2地区）の整
備を進めるとともに、防災活動拠点施設等の整備を緊急的に行ってきたところである。また、四万十市の大きな課題であった、住民への迅速な情報伝達手段の確保
についても、平成27年度までに防災行政無線の整備を行い、一定の機能確保が出来ている。しかしながら、前計画（Ｈ29-R3）にあった一部の防災活動拠点が未整備
となっていることや、四万十市全域における災害時の避難生活に必要な設備（電気、水道、トイレ）が未だ整っていない状況であり、適切な避難所運営や、復旧、救援
活動への支障が懸念される。今後も引き続き、早急な各種施設整備を行っていくとともに、自主防災組織の設立・育成による防災力の向上に努めていくことが必要と
なっている。

（事業地区【下田・東山・中村・具同・東中筋・中筋・蕨岡・後川・大川筋・富山・西土佐】の現況及び課題）
　四万十市の市街地は四万十川の下流に位置し、河口部には四万十川を挟んで東側に下田地区、西側に八束地区がある。津波対策として避難路、津波避難タワー
の整備を行い、救援、復旧活動の拠点となる防災拠点施設整備を進めてきた。
　また東山地区については津波到達時間に余裕があるものの、新しい市街地が形成され人口が多いことから、避難場所整備、充実化を図る必要がある。中村地区、
具同地区については津波浸水区域とはなっていないが、四万十市の中心部に位置しており、最も人口の集中している地区である。さらに一部エリアは地震による液状
化も懸念される中、津波被害が予測される下田、八束、東山地区と隣接しており、災害時の復旧支援活動も視野に入れた防災施設が必要となっている。
　その他地区についても、震度6弱から6強と予測されており、家屋倒壊や土砂災害など多くの被害が想定される。地域防災計画では各地区の主要公共施設を避難場
所として指定し市民の安全を確保することとしているが、避難生活に必要となる電気、水等のライフライン及び、トイレ等の確保が出来ていない施設もあり、早急な対
応が求められている。

【整備方針】
（市域全域における防災上の課題解決のための整備方針）
  四万十市では、平成17年4月の中村市と西土佐村との合併にあたって、合併新市の建設を総合的かつ効果的に推進し、一体性の速やかな確立及び福祉の向上等
を図るとともに、均衡ある発展に資することを目的として「四万十市建設計画」を策定した。新市建設のための基本方針、それを実現するための主要施策と財政計画
を定め、市民と行政の協働によるまちづくりを推進している。計画中の重点施策のひとつである「人と自然が共生する、安心・安全のまち」を実現するために「生活安全
の確保」を定め、防災対策の推進、防災無線の整備や自主防災組織の育成を図るとともに、消防救急体制の整備・充実をすすめるなど、地震や台風、津波・高潮など
の災害に強いまちづくりを目標に緊急的な整備を計画している。
　合併後に策定した「四万十市地域防災計画（地震・津波災害対策編）平成27年3月一部修正」においては、東南海、南海地震防災対策として特に取り組みの必要な
事項について定めている。その中で「地震防災緊急事業５箇年計画」として、南海トラフ地震から市域並びに市民の生命、身体及び財産を保護するため、地震防災上
緊急に整備すべき施設等について「地震防災対策特別措置法」に基づく地震防災緊急事業の実施に継続的に努めることとしている。

（事業地区の整備方針）
　前計画より、引き続き、地域の実情に即した避難対策を推進していくこととし、避難施設等の電気、水、トイレなどの充実化を行い、市民の生命・財産を守り生活の安
全確保を図るものとする。



（様式２）計画事業一覧

都道府県名 市町村名 計画期間

部(局）　 TEL

地震防災課　 FAX

地震防災係 e-mail

【都市防災総合推進事業】

開始年度 終了年度
（参考）
事業費

（参考）
国費

200.0 100.0

30.0 15.0

86.0 43.0

58.0 29.0

374.0 187.0

注）　補助事業費について百万円単位。
注）　該当のないメニューについては行を削除する等して、なるべく一枚に収まるよう作成してください。

R4 R8

四万十市

①下田・③東山・④中村・⑤具同・⑥東中筋・⑦後川・⑧蕨岡・⑨中筋・⑪富山・⑫西土佐）

53,657 R4災害用トイレ
マンホールトイレ下水接続型N=3箇所21基
マンホールトイレ貯留型N=16箇所74基

事業区分

合計

四万十市

④中村

538 1/2
地区緊急避難施設　鉄骨造2階建て　Ｎ＝1箇所

R8 1/2

1/2
自家発電施設N=13箇所

四万十市

④中村・⑤具同・⑪富山・⑫西土佐

36,767

55,315

R5 R5

交付対象事業費（予定）額

四万十市

⑥東中筋、⑦後川、⑧蕨岡、⑨中筋、⑩大川筋、⑪富山、⑫西土佐

R4 R8 1/2
貯水機能付給水管　N=9箇所

事業地区名
地区面積

（ha）

都市防災総合推進事業
における事業期間

国費率

地区緊急避難施
設

事業
主体

地区公共
施設等整備

計画事業一覧

高知県 四万十市 令和４年度    ～    令和8年度

担当部局名 担当者

（正）　有光　浩

連絡先

０８８０－３５－２０４４

（副）　濱町　一幸 ０８８０－３４－１１４８

bousai@city.shimanto.lg.jp

mailto:bousai@city.shimanto.lg.jp


（様式３）関連事業［都市防災上の課題解決に関連する事業］

開始年度 終了年度

防災行政無線

基本計画1業務、実施設計の見直し1業務、親局1局、
中継局1局、再送信子局1局、屋外拡声子局7局

八束地区

40ｍ*40ｍ　緊急用ヘリコプター離着陸場

鉄骨造２階建

延床面積＝50㎡、高さ＝9m

鉄骨造２階建

延床面積＝100㎡、高さ＝6m

鉄骨造２階建（下田/八束）

延床面積＝50/50㎡、高さ＝9/10m

鉄骨造

高さ＝12m

（下田中、八束中、中村小学校）

校舎、体育館改築

その他（効果促進事業）
災害に強いまちづくり事業

四万十市 中村地区外11地区

給水設備Ｎ＝1箇所、八束地区防災拠点基地
耐震性給水施設整備Ｎ＝1箇所、避難所等安
全対策用品Ｎ＝1式、災害用マンホールトイレ
（上部）N＝23箇所、災害用トイレ(循環型)Ｎ＝
1011箇所、災害用ボートＮ＝10台、避難所必
需品Ｎ＝1式

258
（129.0）

H29 R3
給水設備Ｎ＝1箇所
八束地区防災拠点基地耐震性給水施設整備Ｎ＝1箇所 ×

都市防災総合推進事業
（全国防災）

四万十市
四万十地区

（第2期）
H26.3供用開始

189.2
（94.6）

H24 H24 ×

重点密集
市街地の有無

事業区分 事業主体 事業地区名

都市防災総合推進事業
（全国防災）

四万十市
四万十地区

（第2期）
津波避難に関する危険度調査 H24.3供用開始

事業規模（面積、延長、幅員等）
総事業費

（国費ベース）

事業期間
事業実施状況

社会資本整備総合交付金

Ｂ事業（関連社会資本整備事業）
四万十市 H29 H30八束地区

避難路（市道）整備
1路線　700ｍ

1.1
（0.4）

H23 H23 ×

H21 H22.2供用開始 ×

一次避難所生活必需品整備１式
収容避難所生活必需品整備１式
防災活動拠点資機材整備１式
災害対策用小型造水機N=2基
加圧応急給水システムN=32基
調査・応急復旧用資機材１式・携帯トイレN=2,000個
災害時情報収集・通信システム1式
八束地区防災拠点基地耐震性給水施設整備１式

×

190
（112.9）

×
市道八束地区防災拠点基地中央線
Ｌ＝700ｍ　委託3,000千円、工事187、000
千円

四万十地区
15.0

(10.0)
H28 H28 H29.3供用開始予定 ×

その他（効果促進事業）
災害に強いまちづくり事業

四万十市 中村地区外10地区
258.0
（129）

H24 H28

都市防災総合推進事業
（津波避難タワーの整備）

四万十市 四万十地区
24.9

(12.5)
H21

救難救助資機材整備

県補助事業
（緊急ヘリポート整備）

四万十市

H21.4供用開始 ×

県補助事業
（地盤高表示・避難誘導看板設置）

四万十市 四万十地区
地盤高表示看板130箇所
避難誘導看板26箇所

5.0
（0）

H17 H23 H19.2津波避難啓発のため設置

地域住宅交付金事業
（津波避難タワーの整備）

四万十市 四万十地区
28

(15)
H20 H20

県補助事業
（外付階段）

四万十市 四万十地区
40.0
（0）

H23 H24

×

県補助事業
（津波避難タワー）

四万十市 四万十地区
50.0
（0）

H23 H24 H25.4供用開始 ×

H25.4供用開始 ×

H25

×

注）　総事業費について百万円単位。

注）　地域防災計画、地震対策緊急事業五箇年計画等を参照し、関連部局と調整の上作成。

消防救急無線整備事業 四万十市 四万十地区 基地7局、車載87局、携帯50局
1,000.0

（0）
H24 H26

×公共施設耐震・改築 四万十市 四万十地区
2,000.0
（600）

H23



（様式４）年度別事業計画

［上段：当初（変更前）、下段：変更後］【百万円単位】

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 計

貯水機能付給水管 20.5 22.0 14.5 22.0 21.0 100.0
N=9箇所

地区緊急避難施設 15.0 15.0
N=１箇所

災害用トイレ 7.5 7.5 9.5 10.0 8.5 43.0
マンホールトイレ下水接続型N=3箇所21基
マンホールトイレ貯留型N=16箇所74基

自家発電施設 7.5 8.0 6.0 7.5 29.0
Ｎ＝13箇所

35.5 44.5 32.0 38.0 37.0 187.0

地区緊急避難施
設

④中村・⑤具同・⑪富山・⑫
西土佐

× １／２

四万十市

合計

地区公共
施設等整備

事業区分 事業主体 事業地区名 整備内容
重点密集
市街地

国費率
交付対象事業費（予定）額　［国費ベース］

①下田・③東山・④中村・⑤
具同・⑥東中筋・⑦後川・⑧
蕨岡・⑨中筋・⑪富山・⑫西
土佐）

× １／２

× １／２④中村

⑥東中筋、⑦後川、⑧蕨岡、
⑨中筋、⑩大川筋、⑪富山、
⑫西土佐

× １／２



（様式６）　現況図　等（貯水機能付給水管　1/2）

面積 55,315ha 区域地区名
中村地区外11地区

⑥東中筋、⑦後川、⑧蕨岡、⑨中筋、⑩大川筋、⑪
富山、⑫西土佐

四万十市

貯水槽機能付給水管（対象地区：⑥東中筋・⑦後川・⑧蕨岡・⑨中筋・⑩大川筋・⑪富山・⑫西土佐）
整備内容：10m3×3基、8m3×1基、４m3×４基、２m3×1基
目的：南海地震等の大規模災害に備え、避難者の飲料水確保を行うもの。なお、地理的特性を考慮し、給水不可地区が発生しないよう均一的に配置を行うもの。

①

③

②

⑥

⑦
⑧

⑨

⑪

⑩

⑫

④⑤

「現況施設等位置図」

0 1000ｍ500

【 整備イメージ 貯水機能付給水管（4m3）】

四万十市

西土佐地区
富山地区

大川筋地区

後川地区
蕨岡地区

東中筋地区

中筋地区

地区名

①下田地区 1,243 ha 1,305 世帯 2,530 人

②八束地区 3,763 ha 634 世帯 1,282 人

③東山地区 1,535 ha 2,224 世帯 4,758 人

④中村地区 538 ha 4,739 世帯 8,808 人

⑤具同地区 906 ha 3,482 世帯 7,253 人

⑥東中筋地区 2,888 ha 516 世帯 1,079 人

⑦後川地区 5,576 ha 721 世帯 1,431 人

⑧蕨岡地区 2,625 ha 465 世帯 892 人

⑨中筋地区 2,023 ha 608 世帯 1,212 人

⑩大川筋地区 6,880 ha 313 世帯 565 人

⑪富山地区 10,523 ha 353 世帯 691 人

⑫西土佐地区 24,800 ha 1,295 世帯 2,557 人

合計 63,300 ha 16,655 世帯 33,058 人

面積 世帯数 人口



（様式６）　現況図　等（貯水槽機能付給水管　2/2）

面積 55,315ha 区域地区名
中村地区外11地区

⑥東中筋、⑦後川、⑧蕨岡、⑨中筋、⑩大川筋、⑪
富山、⑫西土佐

四万十市

「貯水機能付給水管配置計画図」

西土佐地区

4㎥×２基

西土佐中

総合支所

富山地区

２㎥×１基

大用小学校

蕨岡地区

８㎥×１基

蕨岡小学校

後川地区

4㎥・１０㎡×１基

利岡小

田野川小

大川筋地区

4㎥×１基

川登小

東中筋地区

１０㎥×１基

東中筋小

中筋地区

１０㎥×１基

中筋小

地区名 概算事業費

⑥東中筋地区 1,079 人 9.71 ㎥ 26,000千円

⑦後川地区 1,431 人 12.88 ㎥ 46,000千円

⑧蕨岡地区 892 人 8.03 ㎥ 24,000千円

⑨中筋地区 1,212 人 10.91 ㎥ 26,000千円

⑩大川筋地区 565 人 5.09 ㎥ 20,000千円

⑪富山地区 691（347） 人 3.12 ㎥ 18,000千円

⑫西土佐地区 2557（658） 人 5.92 ㎥ 40,000千円

合計 5,179 人 55.65 ㎥ 200,000千円

10㎥×１

4㎥・10㎥×１

8㎥×１

10㎥×１

4㎥×１

2㎥×１

4㎥×２

確保目標水量㎥=人口×0.0003㎥（1日3ℓ/人）×3日分
富山地区（　）内は、大用中学校近隣地区、西土佐地区（　）内は、西土佐中学校、西土佐総
合支所の近隣地区の人口であり、当該人口に応じた確保目標水量を設定している。

人口 確保目標水量 整備計画



（様式６）　現況図　等　（避難場所）

面積 538ha 区域地区名
中村地区外11地区

④中村
四万十市

避難場所（対象地区： ④中村）
整備内容：地区緊急避難施設1箇所（備蓄倉庫・自家発電施設含む）
目的：南海地震等の大規模災害に備え、強い揺れによる液状化・火災が懸念される中村地区において、指定緊急避難場所としての地区緊急避難施設を整備する。
施設概要：災害時は、住民の命を守るための指定緊急避難場所として活用し、また、平時においても地域の防災力向上のため、防災訓練や防災学習を実施する。

四万十市

①
④

③

②

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

⑪

⑩

⑫

仲瀬公園内

救援活動範囲

建設イメージ

仲瀬公園

既設倉庫等撤去（140㎡）

新設（100㎡）２階建て

施設名 概要 規模 概算事業費

防災活動拠点施設
収容20名程度
1Ｆ　備蓄倉庫
2Ｆ　会議室

鉄骨2Ｆ
床面積100ｍ2

30,000千円
　設計監理費2,500千円
　撤去費2,500千円
　工事費25,000千円

地区名

①下田地区 1,243 ha 1,305 世帯 2,530 人

②八束地区 3,763 ha 634 世帯 1,282 人

③東山地区 1,535 ha 2,224 世帯 4,758 人

④中村地区 538 ha 4,739 世帯 8,808 人

⑤具同地区 906 ha 3,482 世帯 7,253 人

⑥東中筋地区 2,888 ha 516 世帯 1,079 人

⑦後川地区 5,576 ha 721 世帯 1,431 人

⑧蕨岡地区 2,625 ha 465 世帯 892 人

⑨中筋地区 2,023 ha 608 世帯 1,212 人

⑩大川筋地区 6,880 ha 313 世帯 565 人

⑪富山地区 10,523 ha 353 世帯 691 人

⑫西土佐地区 24,800 ha 1,295 世帯 2,557 人

合計 63,300 ha 16,655 世帯 33,058 人

面積 世帯数 人口

地区緊急避難施設



（様式６）　現況図　等（マンホールトイレ　1/2）

面積 52,657ha 区域地区名
中村地区外11地区

①下田・③東山・④中村・⑤具同・⑥東中筋・⑦後
川・⑧蕨岡・⑨中筋・⑪富山・⑫西土佐）

四万十市

災害用トイレ（対象地区： ①下田・③東山・④中村・⑤具同・⑥東中筋・⑦後川・⑧蕨岡・⑨中筋・⑪富山・⑫西土佐）
整備内容：災害用マンホールトイレ下水接続型3箇所21基、貯留型16箇所74基（指定避難所）
目的：南海地震等の大規模災害、土砂災害等に備え、避難所に災害時用トイレを設置し、下水施設、浄化槽が復旧するまでの衛生対策、避難所の充実化を図る。また、防災
学習等で組立訓練を行い、有事の際、適切な避難所運営が行えるよう防災に対する認識を高めるもの。

①
④
③

②

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨

⑪

⑩

⑫

地区名

①下田地区 1,243 ha 1,305 世帯 2,530 人
②八束地区 3,763 ha 634 世帯 1,282 人
③東山地区 1,535 ha 2,224 世帯 4,758 人
④中村地区 538 ha 4,739 世帯 8,808 人
⑤具同地区 906 ha 3,482 世帯 7,253 人
⑥東中筋地区 2,888 ha 516 世帯 1,079 人
⑦後川地区 5,576 ha 721 世帯 1,431 人
⑧蕨岡地区 2,625 ha 465 世帯 892 人
⑨中筋地区 2,023 ha 608 世帯 1,212 人
⑩大川筋地区 6,880 ha 313 世帯 565 人
⑪富山地区 10,523 ha 353 世帯 691 人
⑫西土佐地区 24,800 ha 1,295 世帯 2,557 人
合計 63,300 ha 16,655 世帯 33,058 人

面積 世帯数 人口

１

12

11

３ ２
９10

1314

５

15

６

16

７

８

４

17

18

19

種別 No. 施設名
想定避難

者数
基数

1日当たりし尿
排出量(ℓ）

貯留容量
(ℓ）

貯留可能
日数（日）

1 中村小学校 330 7 15,000 千円

2 中村中学校 330 7 15,000 千円
3 中村高等学校 330 7 15,000 千円
4 中村南小学校 309 8 8,000 千円 464 9,600 21
5 武道館 105 2 1,000 千円 158 2,400 15

6 東山小学校 26 2 1,000 千円 39 2,400 62
7 幡多農業高校 190 4 2,000 千円 285 4,800 17
8 中村特別支援学校 190 4 2,000 千円 285 4,800 17
9 具同小学校 370 8 4,000 千円 555 9,600 17

10 中村西中学校 370 8 4,000 千円 555 9,600 17
11 下田中学校 1000 20 10,000 千円 1500 24,000 16

12 中筋中学校 176 4 2,000 千円 264 4,800 18
13 東中筋小学校 80 2 1,000 千円 120 2,400 20
14 東中筋中学校 80 2 1,000 千円 120 2,400 20
15 大用中学校 57 2 1,000 千円 86 2,400 28
16 蕨岡小学校 80 2 1,000 千円 120 2,400 20
17 蕨岡中学校 80 2 1,000 千円 120 2,400 20
18 利岡小学校 110 2 1,000 千円 165 2,400 15
19 西土佐中学校 30 2 1,000 千円 45 2,400 53

95 86,000 千円

事業費

合計

下水道
接続型

貯留型

事業費　①下水道接続型　設計300万　工事160万/基
　　　　　 ②貯留型　100万/2基
1日当たりし尿排出量：想定避難者数×0.3ℓ×5回（国ガイドライン）
貯留量：基数×1,200ℓ（標準的サイズ）
貯留可能日数：貯留容量/1日当たり排出量



（様式６）　現況図　等（マンホールトイレ　2/2）

面積 52,657ha 区域地区名
中村地区外11地区

①下田・③東山・④中村・⑤具同・⑥東中筋・⑦後
川・⑧蕨岡・⑨中筋・⑪富山・⑫西土佐）

四万十市

下水道接続型貯留型

南海大地震等の大規模災害発生時には多くの避難者の発

生が想定される。しかし、スペースの確保や利用の制限、維

持管理費などにより、仮設トイレのの常設型の設置は難し

いため、災害時のみの使用を前提とした、災害用トイレを設

置する。

利用の際は組立等の作業を伴うが、防災教育の一環として、

トイレの組立訓練等を行い、さらに防災意識の向上を図る

設置基数については、高知

県の算定した想定避難者数

及び内閣府のガイドライン（1

基／50人）により算出

下部構造はボックス形状であ

るが、2週間程度利用できる

容量を設定

下

水

施

設

接

続

プール等

の水を利

用し汚水処

理、衛生対

策を行う

中村地区の一部は下水道供用区域であり、本管は耐震性を有していることから、設計上、

大規模地震発生時にも使用可能。しかし、本管へ接続される枝管等の耐震性は確保されて

いないことから、トイレの確保対策が必要。

当該下水道接続型のマンホールトイレは、液状化に強い砕石基礎が可能なリブパイプを使

用しており、耐震化、液状化対策として有効。

また、学校敷地へ敷設することから、プールの水をポンプにより汲み上げ、汚水、汚物の処

理を行う。利用の際は組立等の作業を伴うが、防災教育の一環として、トイレの組立訓練等

を行い、さらに防災意識の向上を図る。



（様式６）　現況図　等（自家発電施設1/3）

面積 36,767ha 区域地区名
中村地区外11地区

④中村・⑤具同・⑪富山・⑫西土佐
四万十市

自家発電施設（対象地区： ④中村・⑤具同・⑪富山・⑫西土佐）
整備内容：自家発電施設13箇所
目的：南海地震等の大規模災害に備え、指定避難所に自家発電施設を設置し、有事の際適正な避難所運営に努める。

中村地区

具同地区 イメージ

①
④
③

②

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

⑪

⑩

⑫

2

設置イメージ

１

№ 施設名 種別 概要 概算事業費

1 中村西中学校 指定避難所 20KVA 15,000千円

2 中村中学校 指定避難所 16KVA 10,000千円

地区名

①下田地区 1,243 ha 1,305 世帯 2,530 人

②八束地区 3,763 ha 634 世帯 1,282 人

③東山地区 1,535 ha 2,224 世帯 4,758 人

④中村地区 538 ha 4,739 世帯 8,808 人

⑤具同地区 906 ha 3,482 世帯 7,253 人

⑥東中筋地区 2,888 ha 516 世帯 1,079 人

⑦後川地区 5,576 ha 721 世帯 1,431 人

⑧蕨岡地区 2,625 ha 465 世帯 892 人

⑨中筋地区 2,023 ha 608 世帯 1,212 人

⑩大川筋地区 6,880 ha 313 世帯 565 人

⑪富山地区 10,523 ha 353 世帯 691 人

⑫西土佐地区 24,800 ha 1,295 世帯 2,557 人

合計 63,300 ha 16,655 世帯 33,058 人

面積 世帯数 人口



（様式６）　現況図　等（自家発電施設　2/3）

面積 36,767ha 区域 四万十市地区名
中村地区外11地区

④中村・⑤具同・⑪富山・⑫西土佐

富山地区

①
④

③

②

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

⑩

⑫ ⑪

5

3

4

設置イメージ

№ 施設名 種別 概要 概算事業費

3 （旧）常六小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

4 （旧）片魚小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

5 （旧）竹屋敷小中学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

地区名

①下田地区 1,243 ha 1,305 世帯 2,530 人

②八束地区 3,763 ha 634 世帯 1,282 人

③東山地区 1,535 ha 2,224 世帯 4,758 人

④中村地区 538 ha 4,739 世帯 8,808 人

⑤具同地区 906 ha 3,482 世帯 7,253 人

⑥東中筋地区 2,888 ha 516 世帯 1,079 人

⑦後川地区 5,576 ha 721 世帯 1,431 人

⑧蕨岡地区 2,625 ha 465 世帯 892 人

⑨中筋地区 2,023 ha 608 世帯 1,212 人

⑩大川筋地区 6,880 ha 313 世帯 565 人

⑪富山地区 10,523 ha 353 世帯 691 人

⑫西土佐地区 24,800 ha 1,295 世帯 2,557 人

合計 63,300 ha 16,655 世帯 33,058 人

面積 世帯数 人口

イメージ



（様式６）　現況図　等（自家発電施設　3/3）

面積 36,767ha 区域地区名
中村地区外11地区

④中村・⑤具同・⑪富山・⑫西土佐
四万十市

①
④

③

②

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨

⑩

⑫ ⑪

西土佐地区

12

６

７

８

９

10

11

13

設置イメージ

地区名

①下田地区 1,243 ha 1,305 世帯 2,530 人

②八束地区 3,763 ha 634 世帯 1,282 人

③東山地区 1,535 ha 2,224 世帯 4,758 人

④中村地区 538 ha 4,739 世帯 8,808 人

⑤具同地区 906 ha 3,482 世帯 7,253 人

⑥東中筋地区 2,888 ha 516 世帯 1,079 人

⑦後川地区 5,576 ha 721 世帯 1,431 人

⑧蕨岡地区 2,625 ha 465 世帯 892 人

⑨中筋地区 2,023 ha 608 世帯 1,212 人

⑩大川筋地区 6,880 ha 313 世帯 565 人

⑪富山地区 10,523 ha 353 世帯 691 人

⑫西土佐地区 24,800 ha 1,295 世帯 2,557 人

合計 63,300 ha 16,655 世帯 33,058 人

面積 世帯数 人口

№ 施設名 種別 概要 概算事業費

6 （旧）本村小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

7 （旧）西ヶ方小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

8 権谷せせらぎ交流館へき地集会所 指定避難所 11KVA 3,000千円

9 （旧）奥屋内小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

10 （旧）口屋内小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

11 （旧）藤ノ川小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

12 中村高校西土佐分校 指定避難所 11KVA 3,000千円

13 （旧）下家地小学校 指定避難所 11KVA 3,000千円

イメージ



（様式６）　現況図　等（地域防災計画1/3）

面積 63,300ha 区域地区名 中村地区外11地区 中村地域、西土佐地域



（様式６）　現況図　等（地域防災計画2/3）

面積 区域地区名 中村地域、西土佐地域



（様式６）　現況図　等（地域防災計画3/3）

面積 63,300ha 区域地区名 中村地区外11地区 中村地域、西土佐地域


